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IIS－TM　3型テレメータ送信機

大井克彦・佐伯昭雄

　1．　まえがき

　IGYの本観測ロケット，カッパ128　Sに搭載するテ

レメータ装置IIS－TM　3型の送信機として5ch　FM－

FM方式の第一次試作を筆者等は担当していたので，カ

ッパ128J－T　4号機に搭載して送信機の実用動作の確

認と飛しょうデータとして加速度，静圧および動圧の測

定値をテレメータリングすることを目的として飛しょう

実験に参加した．

　この実験の結果，いくつかの問題点をはつきり捕捉で

き，次の試作の資料が得られたのであわせて送信機の概

要や特性とともに報告する・

　2・　送信機の概要

2・1　送信機に対する要求事項

　TM－3型テレメータ送信機はカッパ128　Sに搭載す

ることを基準とし，カッパ128Jにも搭載使用できるも

のとして計画した．そのためには計測器の搭載量との関

連からぎわめて小型軽量であることが要求される・その

上128Sの上昇限界は地上100　km以上であり，大気

の圧力が10－3－》10－4mmHgにも達するので，このよう

な条件においても確実に送信機が動作するようにしなけ

ればならない．さらに一般的なロケットテレメータとし

ての問題点である発射時の大きな衝撃と加速度に耐えう

ることが要求されるのである．

　しかし他方には飛しょう時間が数分に過ぎないため

に，その間安定な動作をすればよく，ロケット上昇に伴

う気温の変化は一50°C～＋300°C程度になり，また高

速度飛しょうによるロケット外板の温度上昇が＋300°C

に達するものと考えられるが，短時間のため熱遮断をお

こなえぽ，搭載機器は発射時の温度からあまり変化なく

使用でき，温度変化はおもに自己の電気回路による電力

消費によるものを考慮すればよいと考えられる．さらに

発射時の整備などは室内やテストスタンドにおいておこ

なわれ，この温度は常温に保たれてお

り，ランチャーに置かれて直接外気に曝

される時間はあまり長くないという予測

から，送信機の外囲温度は15～25°Cを

あまり逸脱しないものと推定した．

　以上のような外囲条件のほかに，観測

精度を上げるため電気的にも高度の性能

が要求されるので，回路上からも部品の

点からもこれらの諸点を考慮して設計を

行った．

　24

2・2　通信方式

　テレメータの通信方式としてはFM－FM方式を採用

した・この方式の選定に当ってはトランデューサから

のデータを正しくレコーダまで伝送するために重要な

SIN，回路や構造上の難易，チャンネル数に対するこれ

らの利害得失，占有帯域幅，などの諸点を考慮して決

定した・一般的にいって5ch程度の多重においては

FM方式がPTM方式にくらべ送信装置が簡単であるの

でFM－FM方式とした．

2・3　周波数の選定

　副搬送波周波数およびその偏移の選定は，漏話や入力

信号のレスポンスなどを考慮して決定せねばならないの

であるが，本装置においては米国のRDB規格（1）になら

ってこれを選定した・各chの中心周波数およびその偏

移は第1表にしめしてある通りである．

　　　　　　　　　　第　1　表

1チャン

　ネ　ノL

1

2

3

4

5

中心周波
数（c／s）

2300

3000

3900

5400

7350

下限
（c／s）

2127

2775

3607

4995

6799

上限
（c／s）

2473

3225

4193

5805

7901

偏　移

±7．5％

〃

〃

〃

〃

周　波　数
レス潔ンス
　（c／s）

35

45

60

80

110

　主搬送周波数は当初400Mc／s帯の予定であったが，

アンテナの関係より200　Mc／s帯に変更になった．主搬

送波周波数偏移はFMとしての方式利得を考えると大き

い方が望ましいが，占有帯域幅の点よりあまり大きくと

ることはできないので，海外での例（2）（3）（4）を参考にして

±120kcに選定してある・送信出力については本観測

の場合のロケットの飛しょう状態を考えて距離150km
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第9巻　第4号

の通信が可能であるように十分の余裕を見て2Wを定

格としている．

2・4　キャリプレータ

　人力信号は計測器との関連で，すぺて直流電圧として

与えられる・したがって副搬送波発振器はすべて電圧制

御周波数変調方式となっている．この場合入力回路に適

当な時間間隔で標準の電圧を印加することによって，副

搬送波発振器からレコーダまでの較正をおこなうことが

できる・この較正を測定中に自動的におこなうキャリブ

レータを装備し，常時較正をおこなうことは測定データ

の解析の確度を上げろのに非常に役に立つものである・

2・5　構成および構造

　前述のような検討の結果にもとつぎ第1図のような送

謬

野物鮮｛《、

第2図　送　信

第3図　送信機外観

　　　　　　　　信機構成を

　　　　　　　基本として

　　　　　　　各部の研究

　　　　　　　試作を進め

　　　　　　　　た・構造は

　　　　　　　　ロケット本

　　　　　　　体の形状に

　　　　　　　あわせて直

　　　　　　　径108mm

　　　　　　　長さ　162

　　　　　　　mmの円筒

　　　　　　　形の構造と

　　　　　　　　した・その

　　　　　　　写真を第2

　　　　　　　図にしめし

　　　　　　　てある．

　　　　　　　　128S　の

　　　　　　　場合にも使

　　弓1畷講用できるよ

機：」　　　うに気密構

造とした．これは0リングに

より，かん合部とケースの気

密を保った，

　電源スイッチはマイクロス

イッチを用いて，外部より機

械的に開閉するよ5にしてあ

る・電源としてはまだ問題が

多く，これについては別項に

て詳しく述べるはずである

が，塩化銀電池を使用してい

る・使用真空管は全部傍熱型

の　Sub－MT　（5702，5703）

で・衝撃試験の結果では400g

までは確実に耐えることが確

められて．いる．

ユ61

　TM－3型送信機の機械的な強度の設計に当っては，ト

ランスボンダが付加されるので，テレメrP送信機の自

重のほかにトランスボンダの重きをも加味して発射時O

衝撃や加速度に耐えうるようにした・最終的な寸法重量

は108φ。385（mm），3．2kg（電池Sttt・〕で第3図

のごとき形状のものである．

　3・　副搬送波発振器

3・1回路およぴその動作

　副搬送波発振器は位相推移発振器の一種であoて，位

相回路の抵抗の一辺を真空管の内部抵抗で置換した屯の

である・位相回路は4段の抵抗並列型で，発振回路はカ

ソードホロワを用いて安定化をttかっている．副搬送波

発振器としては．周波数安定度と変調の直線性が特に重

要な問題である．入力はインピーダンス500knで，入

力信号レベルはO～＋5Vと規定されているが，この入

力で発振周波数を士7・5％偏移するような変調感度を

持っ変調器として，前述の可変抵抗管は陰極型と陽極型

の二つが考えられる．第4図（a），〔b）にこ匙らの回

　　　　　　　　　　　　　　　　　路図をしめす・

Rt　IE・B7e」

萢［許
【a，陰麺型可喪抵杭皆

　　　EB
　　角　＆

　　，　　57ej

馳鱒
　φ，陽括型可蓑抵菰管

第4図

　実験の結果，

陽極型の方が陰

極型眞り変調感

度，直線性とも

に良好であった

ので，これを採

用することにした．陽極型の場合，入力信号の全域にわ

たっても格子電流を流さずに変調がかけられるように，

適当なバイアスの選定が大切で，これはまた同時に直線

性にも影響するところが大きい．可変抵抗管とし『（は傍

熱型Sub－MTの3極管57D3を使用し，変調感度は

R，ReR，を調整することによっておこtった・

　R、は直線性ならびに発振周波数にも影響するので．

一義的に決定できない．直線性にバイアスを調整して行

うがなかなか微妙であoた．

出力

　　　　　　第5図　副搬送波発振暴

　陽極型の変調器を付加しk副搬送波発振器の回路は第

5図のごとぎものである．発振回路は前述したように4

段の抵抗並列型位相推移発振回路で，位相回路にはテー

パをっけて所要増幅度を下げている．またカソードホロ

ワを付加して餓還する方式をとり，発振周波数の安定度

を高めると同時に，各副搬送波を混合する場合，持に泥

合器を用いないですまe．　－cいる．発擬管ににSub－MT
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5極管5702を使用し，カソード回路のパスコンを除

いて電流館還をかけている．発振周波数は位相回路の定

数で大体決定されるので，計算により大体の定数を決定

し，微調はR，一一R，に並列に抵抗を付加して調整した・

微細な周波数調整をおこなうことはなかなか困難であ

り，位相回路の定数の変化は直線性にも関係するので，

データをとりつっ個々の発振器について最良の特性をう

るように努力した．

　入力回路に並列に入っているC、は，高周波のバイパ

スを目的としたものである．実際のセットについては局

周波部は完全にシールドきれているので，高周波の影響

はなかった．陽極電圧は最初200Vの予定であったが

電池の重量の軽減のため130Vとした・

　　　　　（a）　　　　　　　　　〔b）

　　　　　　　　　　第6園
　回路素子は極力小型で信頼度の高いものを選定するよ

うにし，組立は両面のプリント配線によっておこなっ

た．第6図の写真はこの副搬送波発振器のユニットであ

る・プリント基板に組み込んだ部品や真空管およびその

リード線などは，特殊の材料⑤によってキャストして衝

撃や摂動に耐えうるようにした・

3’2　電気的特性

　副搬送波発振器の電気的特性としては，発振周波数の

安定度，変調特性の直線性．出力の歪率などが特に重要

な要素であるので，これらの諸点に特に留意した・

　3・2・1変調感度ならびに直線性　信号入力は　O－一十

5Vとして与えられるので，周波数変調特性としてはOV

の時に中心周波数の一7・5％，＋5Vの時に＋7・5％の

偏移をもつようにすれば良いのであるが，実際の特性は

信号入力のドリフトを考慮して多少感度を下げている・

変調特性としては0～＋5Vで±7・5％偏移があり，

負の電圧と＋5V以上の入力では変調感度が小さくな

るようにできていれば，入力信号が規定値を越えた時の

過変調を防止することができるので理想的である・実際

にはこのような特性を作ることは容易ではない・第7～
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第10図　ch．4変調特性

　　11図に各チャ

　　ンネルの変調

　　特性の一例を

　　しめした・直

　　線性はレスポ

　　ンスの高い入

　　力信号の伝送

　　に対し特に電

　　要な影響があ

　　るので，この

　　点についても

　　相当の努力を

　　はらった．
　　　（入力信号の

　　周波数レスポ

　　ンスはRDB
　　．の規格よP実

　　際にはもっと

　“大きくとれる

　　ことが実験的

　　に確かめられ

　　た．これに関

　　する結果はも

　　っと詳しく調

　　べた上で別の

　　機会に発表し

　　たいと，患5．）

　　　3・・z・2発

　　振周波数安定

　　度　FM－FM

　　テレメータに

　　おいては．副

　　搬送波発振周

　　波数の変動は

　　直接誤差の原

　　因となるの

　　で，とくにこ

　　の点が重要で

　　ある・発振用

1の　周波数の変動

　　の原因として

　　は，電源電圧

　　によるものが

　　一番大きい・

　　第12図に電源

　　電圧に対する

　　安定度の一例

　　をしめした・

　　　この図にて明

　　　らかなよう

　　に，A電圧と

　　B電圧との変
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第12図　畠1撒送波発振器電源変動特性

は入力信号のある一点にっいてのみ可能であり，

＋5Vの全範囲においては実現しえないので，実際の調

整に当っては入力信号の全域にわたって比較的変動が少

いように努力した．このほか，温度による変化も考えら

れるが，電源電圧の変動にくらべては無視できる程度の

ものである．また，振動試験の結果では600～3，000cpm・

3mmの振動に対し，発振周波数の変化は検出できなか
った．

　3・2・3　出力特性および歪　入力信号に対する出力特

性は，受信機の信号弁別器の振幅制限特性から考えて多

少のAM分は許さるべきであるが，はなはだしいAM

分は，高周波の変調レベルの設定をくずす恐れがある．

　　　　　　　　　　　　　第13図は出力特性および歪

　　　　　　　　　　　　　率の一例である．歪率は漏

出2
力

11

zo

ワ

2
毘o

一・一 o力 6ん＃1

1 一一 c享 皿5

〃　1　　　→ 2　　　3
{号入力（71

4　5

第13図　副搬送波出

力特性

動に対する特

性が逆である

ので，電池の

特性がAB
ともに同じよ

うな傾向で変

化するとすれ

ぱ，実際の変

動は相当小さ

いものと考え

られる・実験

的には可変抵

抗管のバイ

アス（第4図

（b）のR．，R，）

を適当に選定

することにょ

って，B電圧

の変動に対し

ては200±50

Vの範囲でさ

えもch　1に

おいて発振周

波数変動が

1c／s以下と

いう・例もあっ

た．　しかしこ

の場合の特性

　　　　0～

　　話の点を考慮してできうる

率　　かぎり小さくした．発振レ

　　ベルを大きくすると歪率は

　　悪くなるので，発振が安定

　　でかっ高周波の変調に差支

　　ない程度の出力となるよ
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う，発振管のバイアスを調整して歪率を小さくした・各

副搬送波の出力にレベル差をつけて各チャンネルの周波

数に対する高周波の変調指数を一定とすることは今回は

特に行わなかった．

　4．高周波部

　高周波部は第1図の系統図にしめすごとく，変調器，

主搬送波発振器および電力増幅器からなる・発振方式は

受信機の設計上からは水晶制御が望ましいが，寸法，重

量の点からレッヘル線自励発振とし，主搬送波り電力増

幅段を1段つけて，負荷側の影響を小さくした・使用真

空管は，試作高周波用Sub－MT管LD－408である．こ

の真空管は5703を高周波用にステムおよびプレート

のリードを改造したものである・

　構造としては高周波部のみを完全にシールドして，高

周波の漏洩を防止している．

　4・1　回路およびその動作

LO。408x3
∠∠）－406x2

∠4
ヨ1　　　の

ni

藤 一一一迦r．一一一一一一一｝｝一一

�??tィタ㌧

第14図高周波部回路

　第14図は高周波部の回路図である・変調方式は，リア

クタンス管をレッヘル線自励発振器に付加しておこなう

直接変調方式であるが，変調回路で問題となったのは，

発振がプッシュ・プルであるのに，単一4のリアクタンス

管により変調をおこなうため，発振が電気的にアンバラ

ンスになることと，リアクタンス管の抵抗分が，発振出

力に損失を与える点であった・アンバランスの点にっい

ては，次段の増幅器の入力にも影響があり好ましくない

ので，リアクタンス管を付加しない発振管のプレートに

コンデンサを付加して，ある程度の効果を上げることが

できた・リアクタンス管の抵抗分による損失は，発振レ

ベルがかなり高いために相当の値になるので，できうる

限りこれを減少するように努力した．

　高周波電力増幅器は格子接地型増幅器である・この増

幅器の増幅度はあまり大きくとれないが，発振の恐れも

なく，中和をとる必要がないのでこれを使用した．しか

し使用真空管のLD－408は，本質的に格子接地型の真空

管ではないので，格子の遮蔽効果が完全でなく，実験的

には中和の必要を認めたこともあった．出力はM結合に

より取り出している・

　同調回路の周波数調整は，レッヘル線の短絡板を微動

しておこなう．レッヘル線の長さは構造上あまり長くと

27
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第15図　高周波部の構造

れないため

約2ilOに
してある．

レッヘル線

や真空管は

すべて加速

方向に配置

し，加速度

の影響をあ

まりうけな

いように工

夫してあ
る．第15図

は，高周波

部の写真で

ある．

　4・2　電

気的特性

　高周波部

の電気的特

性として

は，発振周波数の安定度，変調特性，出力特性などが重

要である．．

　4・2・1　発振周波数安定度　高周波の発振周波数の変

　　　　　　　　　　　　　　　　　動が大きいと受
　　　　　＿刀
　　　　　　　　　　　　　　　切疏

鏑

畷
．誤

　第16図　レッヘル線自励発振器
　　　　　の周波数安定廣特性

第17図　レッヘル線自励発振器

　　　　の電源変動特性

信機高周波部の

設計が難しくな

るので，でぎう

る限りこれを小

とすることに努

力した・発根周

波数の安定度は

時間，電源電圧，

衝撃などにより

大ぎく左右され

るので，以下こ

れらに対する特

性について述べ

る．

　第16図は時間

に対する発振周

波数の変動をし

めすもので，電

源を入れてから

3分間は急激に

周波数が変るこ

とをしめしてい

る．したがって

28
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実際の使用に際しては電源を入れてから3分以後に使用

すべきである・第17図は電源電圧に対する変動特性で，

これも副搬送波と同じくAB両電圧の特性が逆にたって

いるので好都合であった．衝撃や振動に対する変動は，

前記二者にくらべて無視できる程度である、

　4・2・2　変調特性　副搬送波周波数の全域にわたoて

平坦な周波数変調特性が望ましいが，変調器の入力回路

に貫通型蓄電器を用いているので，実際の変綱特性は第

　　　　　　　　　　　　　　18図のごとく変調周波

　　　　　　　　　　　　　　数の高い方において入

　　　　　　　　　　　　　　力レベルがやや下る傾

　　　　　　　　　　　　　　向にある．副搬送波の

　　　　　　　　　　　　　　出力レベルに対する高

　　　　　　　　　　　　　　周波の周波数偏移ねら

　　　　　　　　　　　　　　ぴに歪率の関係を第19

　　　　　　　　　　　　　　図にしめす・こ記’でわ
　第18図　変調周波数特性

揮酌

一晋調入力nm．s．　ごT）

第19図　高周波変調特性

である・

　4・2・3

かるよ）に周波数偏移

が±200kc以上では．

急激に歪が多くなる・

振幅変調成分は受信機

のAM分検出回路には

eftとんど現hれfnい程

度であって，こ丸の定

量的な測定は測定器を

入手次第おこな5予定

　　　　出力特性　高周波の出力は電源の許す限りtc

おいて大とすべきで，一応の目標はB電圧290Vにて

2W以上とした・飛しょう時間が短いので真空管の許

容損失をかなリオーバーして使用している．実験の結果

では，LD－408は，その許容損失の4倍以上の使用に対

しても，数時間卿の変化は認められなかった．第20

図・第21図に電源電圧に対する出力特性の一例をしめし

た．実際の使用状態においては＋電池の特性」り考えて

3W以上の出力があるものと推定できる．

プレ十鱈匠2epゾーR

一亡一ダ　電圧M

第20図　ヒーヌ電圧に対

　　　　する出力特性

5．キャリブレータ

5・1構造およびその動作

．／．
／

／
／

|　隅　　　　．　．～伊　9．／dl

　一兀一卜置，E1．［．．．ク

第21図 フ゜レート庵：圧に

対す6旧ガ特性



第9巻　第4号

　動作中信号入力を較正電圧に各チャンネルを順次短時

間自動的に切り換える装置である・本装置は，マイクロ

スイッチを機械的に開閉する方式を採用した・

　　　　　　　　　　カムの作動機構はマイクロモータ

第22図　キヤリブ

　　レータの構造

E十測器側　　副綴送波発振器偵ll

を用いた第22図のごときものであ

る．回路は第23図にしめしてあ
る．

　キャリブレータの動作で重要なこ

とは，較正点とサンプリングレート

である．容積の点より較正点は1個

所とし，、水銀電池を用いて2・64V

の基準電圧を入れるようにした．較

正時間は許しうる限り短い方が測定

　　　　　　　　　　上は望ましい

　　　　　　　　　　が，マイクロ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　スイッチやレ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コーダの関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　で，あまり短

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くすることは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　できないの

　　第23図キャリブレータの回路　で・300m・と

　　　　　　およびその動作説明図　　　した・サンプ

リングレートとしては，マイクロモータとそのギヤーボ

ックスの関係より7秒間に1回の割合となり，結局測定

データに対しては3！70の損失となる．この程度の損失

は測定データに対しあまり影響がないものと思われる．

　較正信号は矩形波として記録されるので，この再生波

形の良否は較正の精度を決定するには重要な要素とな
る．

　この再生に関しては副搬送波発振器，信号弁別器，レ

コーダの周波数レスポンスが直接影響する．

　6．　飛しょう実験

　カッパ128J－T4号機の飛しょう実験における測定量

は静圧，動圧，加速度，ヒータ電圧でありこれらと副搬

送波発振器との結合はあらかじめ実験をして確かめた・．

　6・1変換器との結合
　各変換器と副搬送波発振器との組合せは以下のごとく

定めた・

　ch・No．変換器または入力信号

　　1頭部気圧計　P、（－500～＋400mmHg）
　　2　胴部気圧計　P，（0～500mmHg）

　　3　ヒータ電圧（6VDC）
　　4軸方向加速度計（燃焼時）X，（0～55g）
　　5　軸方向加速度計（燃焼後）X2（0～25g）

　圧力計P、P、との結合は日本電気研究所において気圧

計較正装置を使用し，東京計器と協同してP，P，の入

力より副搬送波発振器の出力までの総合試験をおこな

い，X，　X、については，糸川研究室との協同でおこなっ

た．

　6・2飛しょう実験の経過
　秋田における実験では飛しょう前，副搬送波発振器，

高周波部の試験をおこない，副搬送発振周波数ならびに
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高周波出力を確認し，さらにP，P，　X，　X，との総合試

験をもおこなった・飛しょう当巳は塩化銀電池のwake

upをおこない，この電池にて送信機を動作させ受信機
との総合試験をおこなった．以上の試験の結果を第2表
にかかげた．

　　　　　第2表　飛しょう前の試験結果

高度（m）llSea　L・v・1

繍装の、）il　2268

畜繍3、）ll　2843

1000

2284．5

2866

2000

「23・3

1・…

3000400050006000

23・7
P23331

2954P…Sl3・721…2

（a）P，，P2との試験結果

X、出力
　（V） 「δ1副・12…｝3
瓦撫）51i685417・2217242

騰剤
X2十ch　4
　（c／s）

7474

（劉…5i・1・
ll　56・・ i・・8・15342 1　5475

（＋・409）

　4
7675

（－209）

　3．9

1564・

（b）X、，X2との試験結果

A電圧iB・電圧陣電圧i翻波勧
　　6．OV　　　215V　　　　126V　　　　2。7W

　　　　　（c）　電池および高周波の動作

　飛しょう実験の結果，受信機はロケットが発射して海
中に没するまでデータを記録し，一応所期の目的を達し

たといえる．測定データの解析についてはここでは省略
する．

　7．　あとがき

　今回のカッパ128J－T　4号機の飛しょう試験におけ

る送信機として最大の目的であった耐加速度性は十分で

あることが確認された．このほかにキャリブレータの較

正点として入力零の点を追加する必要が認められ，これ

に伴い現在のキャリブレータの不備を改善した新しい構

造のものの試作を進めている．重量容積の軽減のために

副搬送波部のトランジスタ化の準備をしているが，測定

精度向上の意味からもキャリブレータの改善が重要な課

題である．

　飛しょう距離の増大に伴う時間の経過にしたがい送信

出力の低下を極力少くする必要があり，現在の変調回路

のリアクタンス管の抵抗分を少くして，高周波発振能率

の向上をはかることも必要である．

　副搬送波部においても調整の困難さを可変素子の導入

により除くことや，変調特性の両端を飽和特性とするこ

となど多くの問題が今後に残されている・

　終りに終始御指導，御協力をいただいた生研高木昇教

授，野村民也助教授，猪瀬博助教授，黒川兼行助手，当

研究所仲丸第二研究室長およびご協力下さった糸川研究

室，富士精密工業ならびに東京計器の関係者各位に深謝

の意を表する．　　　　　　　　　　（1957．3．14）
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